
第９号様式　その１

１　事業者の氏名等

２　報告する事業所等の全体の状況（2018年度）

３　地球温暖化対策のレベル

４　事業者としての取組

５　特記事項

（日本工業規格A列4番）

地球温暖化対策報告書（その１）

文京区 教育委員会

事 業 者 番 号 A 1 1 3 3

事業所

取組方針

文京区役所地球温暖化対策実行計画の中でCO２排出量削減を計画・実施している。
2010年度より対象施設に対して詳細な省エネ診断を実施。2010年度は6施設、2011年
度は20施設、2012年度は16施設を実施した。さらに2014年度は20施設のステップアッ
プ診断を実施。2015年度よりエネルギー使用量削減に対する意識向上を図るため各
施設ごとにエネルギー使用量をグラフ化し省エネ実施に関するアドバイスを記載した資
料を全施設に配布する。2018年度はエネルギー使用量の多い3施設へ年3回訪問し、
2019年度はエネルギー使用量の多い1施設へ年3回訪問し、さらなる運用・設備等の状
況にあわせた省エネ及びCO2削減対策を実施する。また、エネルギー使用量が多い
上位施設に対して運用上の改善対策をさらに強化していく。

128 kl原油換算エネルギー
使 用 量 の 合 計

重 点 対 策 の レ ベ ル 2

条例第8条 の 23第 2 項
報 告 事 業 所 数

12

3,291 kl原油換算エネルギー
使 用 量 の 合 計38条例第8条 の 23第 1 項

報 告 事 業 所 数
事業所

組織体制の
整備の状況

重点対策 その他対策

対策番号 対策名

A111

A102 温暖化対策推進担当の配置

対策番号 対策名

A108 組織横断的な推進体制の整備 A101 地球温暖化対策の方針等の設定

A103 具体的な取組目標と内容の設定

A106 本社等による支店の支援

事 業 者 の 氏 名
( 法 人 に あ っ て は 名 称
及 び 代 表 者 の 氏 名 ) 教育長　　　   　加藤　裕一

A110 外部専門家への相談依頼の実施

全従業員に温暖化対策情報の提供



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.8

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 1,139.0
0.3
0.5

kWh

m3
15.2

0.439

0.489

1,139.0 0.251
303.3

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 29,233.0 9.76 285.3 14.3
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

18.0 0.014 0.9
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

399.2 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

15.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 15
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 15

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 7

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

後楽１－７－７

0

1年未満

2

□■ 1年度分963.88 m2

1
4 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 03

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京区立後楽幼稚園

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。
下記の実施も検討している。
・暖房時に扇風機を併用
・冷蔵庫の背面を壁から離して設置

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

4.8

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 7,043.0
1.7
3.1

kWh

m3
419.0

0.439

0.489

6,623.0 0.251
8,378.2

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 538,279.0 9.76 5,253.6 263.2
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

3,124.6 0.014 155.8
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

69,434.8 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

35.7

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 419
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

4

総　計（④=②+③） 423

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 216

3 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

春日２－９－５

0

1年未満

2

□■ 1年度分11,735.36 m2

2
3 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 03

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京区立茗台中学校

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。全熱交換器の正しい使用など実施している。
H27 年２回の省エネ推進に関する訪問指導を実施。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

採光を利用した消灯の実施

C124 冷凍機等の出入口温度把握と調整

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

2.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 3,190.0
0.8
1.4

kWh

m3
63.4

0.439

0.489

3,190.0 0.251
1,268.3

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 79,591.0 9.76 776.8 38.9
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

491.5 0.014 24.5
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

10,921.3 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

34.6

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 63
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 65

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 32

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

小石川１－２３－６

0

1年未満

2

□■ 1年度分1,819.76 m2

3
2 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 03

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 柳町こどもの森

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。また、下記の内容についても併せて実施している。
・暖房時に扇風機を併用
・換気の運用の見直し
・給水流量を調整
・冷蔵庫の背面を壁から離して設置

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D108 その他設備の定期的な保守・点検

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

5.6

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 8,064.0
2.0
3.5

kWh

m3
145.3

0.439

0.489

8,064.0 0.251
2,902.5

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 246,146.0 9.76 2,402.4 120.4
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

500.2 0.014 24.9
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

11,114.6 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

31.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 145
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

5

総　計（④=②+③） 150

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 74

2 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

小石川１－２３－１６

0

1年未満

2

□■ 1年度分4,600.87 m2

4
2 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 03

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京区立柳町小学校

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。また、下記の内容についても併せて実施している。
・暖房時に扇風機を併用
・給水流量を調整
・冷蔵庫の背面を壁から離して設置
・TVなど不使用時のコンセントを抜く

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

4.0

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 5,827.0
1.5
2.6

kWh

m3
139.1

0.439

0.489

5,827.0 0.251
2,780.3

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 206,877.0 9.76 2,019.1 101.2
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

761.2 0.014 38.0
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

16,915.5 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

26.8

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 139
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

4

総　計（④=②+③） 143

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 71

2 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

千石１－１３－９

1

1年未満

2

□■ 1年度分5,170.30 m2

5
1 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 03

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京区立明化小学校

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。また、下記の内容についても併せて実施している。
・給水流量を調整
・冷蔵庫の背面を壁から離して設置、また設置位置を検討する
・TVなど不使用時のコンセントを抜く

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D108 その他設備の定期的な保守・点検

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.7

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 1,055.0
0.3
0.5

kWh

m3
69.8

0.439

0.489

1,055.0 0.251
1,394.1

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 142,833.0 9.76 1,394.1 69.8
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

0.1 0.014 0.0
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

1.9 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

56.2

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 69
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 69

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 35

1 2 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 2

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

千石１－２５－３

1

1年未満

2

□■ 1年度分1,226.73 m2

6
1 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 03

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 千石図書館・アカデミー千石

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。下記の実施も検討している。
・暖房時に扇風機を併用
・全熱交換器の使用を正しく行う
・換気の運用の見直し
・給水流量を調整
・冷蔵庫の背面を壁から離して設置

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

1.9

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 2,800.0
0.7
1.2

kWh

m3
33.0

0.439

0.489

2,800.0 0.251
658.2

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 61,854.0 9.76 603.7 30.2
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

54.5 0.014 2.7
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

1,211.2 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

26.2

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 32
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 33

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 16

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

小日向２－２－２

0

1年未満

2

□■ 1年度分1,219.20 m2

7
6 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 03

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京区立小日向台町幼稚園

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。下記の実施も検討している。
・換気の運用の見直し
・給水流量を調整
・冷蔵庫の背面を壁から離して設置

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

6.8

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 10,334.0
2.2
4.5

kWh

m3
343.5

0.439

0.489

8,936.0 0.251
6,868.4

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 428,610.0 9.76 4,183.2 209.6
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

2,685.1 0.014 133.9
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

59,669.7 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

34.2

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 343
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

6

総　計（④=②+③） 349

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 177

2 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

大塚３－２－３

1

1年未満

2

□■ 1年度分10,006.44 m2

8
2 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 03

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京区立窪町小学校

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。また、下記の内容についても併せて実施している。
・全熱交換器の使用を正しく行う
・給水流量を調整
2018年度は年３回の省エネ推進に関する訪問指導を実施。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C114

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

3.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 4,549.0
1.1
2.0

kWh

m3
102.7

0.439

0.489

4,549.0 0.251
2,052.1

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 151,457.0 9.76 1,478.2 74.1
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

573.9 0.014 28.6
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

12,753.1 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

31.0

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 102
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

3

総　計（④=②+③） 105

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 52

2 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

大塚４－１－７

1

1年未満

2

□■ 1年度分3,281.70 m2

9
2 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 03

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京区立大塚小学校

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。下記の実施も検討している。
・暖房時に扇風機を併用
・全熱交換器の使用を正しく行う
・給水流量を調整
・冷蔵庫の背面を壁から離して設置

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

4.9

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 7,144.0
1.8
3.1

kWh

m3
153.0

0.439

0.489

7,144.0 0.251
3,056.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 260,118.0 9.76 2,538.8 127.2
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

517.3 0.014 25.8
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

11,494.5 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

25.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 152
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

4

総　計（④=②+③） 156

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 78

2 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

大塚５－４０－１８

1

1年未満

2

□■ 1年度分5,948.11 m2

0
2 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 13

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京区立青柳小学校

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。また、下記の内容についても併せて実施している。
・冷蔵庫の背面を壁から離して設置
・TVなど不使用時のコンセントを抜く

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D108 その他設備の定期的な保守・点検

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 129.0
0.0
0.1

kWh

m3
14.1

0.439

0.489

129.0 0.251
280.9

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 22,804.0 9.76 222.6 11.2
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

58.3 0.014 2.9
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

1,296.3 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

16.7

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 14
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 14

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 7

3 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

大塚２－２－２

1

1年未満

2

□■ 1年度分836.88 m2

4
3 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 43

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 音羽中学校運動場管理棟

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

3.0

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 4,373.0
1.1
1.9

kWh

m3
133.2

0.439

0.489

4,202.0 0.251
2,660.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 222,976.0 9.76 2,176.2 109.0
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

483.8 0.014 24.1
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

10,750.2 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

20.2

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 133
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 135

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 68

3 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

本郷２－３８－２３

3

1年未満

3

□■ 1年度分6,572.33 m2

1
3 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 13

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京区立本郷台中学校

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。また、下記の内容についても併せて実施している。
・暖房時に扇風機を併用
・全熱交換器の使用を正しく行う
・給水流量を調整
・冷蔵庫の背面を壁から離して設置
・TVなど不使用時のコンセントを抜く

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

4.0

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 5,824.0
1.5
2.6

kWh

m3
124.3

0.439

0.489

5,824.0 0.251
2,482.1

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 235,636.0 9.76 2,299.8 115.2
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

182.3 0.014 9.1
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

4,050.3 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

37.0

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 124
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

4

総　計（④=②+③） 128

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 64

1 2 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 2

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

本郷３－１０－１８

3

1年未満

3

□■ 1年度分3,346.19 m2

2
3 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 13

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 湯島図書館

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。また、下記の内容についても併せて実施している。
・全熱交換器の使用を正しく行う
・冷蔵庫の背面を壁から離して設置。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

5.9

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 8,806.0
2.0
3.9

kWh

m3
438.9

0.439

0.489

8,053.0 0.251
8,774.4

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 594,702.0 9.76 5,804.3 290.8
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

2,970.1 0.014 148.1
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

66,002.2 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

47.2

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 438
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

5

総　計（④=②+③） 443

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 226

2 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

本郷４－５－１５

3

1年未満

3

□■ 1年度分9,266.56 m2

3
3 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 13

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京区立本郷小学校

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。また、下記の内容についても併せて実施している。
・暖房時に扇風機を併用
・換気の運用の見直し
・給水流量を調整
・冷蔵庫の背面を壁から離して設置
2018年度は年３回の省エネ推進に関する訪問指導を実施。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

5.8

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 8,467.0
2.1
3.7

kWh

m3
226.4

0.439

0.489

8,467.0 0.251
4,520.1

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 421,720.0 9.76 4,116.0 206.2
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

404.1 0.014 20.2
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

8,980.2 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

25.0

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 226
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

5

総　計（④=②+③） 231

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 116

2 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

湯島２－２８－１４

3

1年未満

3

□■ 1年度分9,038.36 m2

4
4 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 13

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京区立湯島小学校

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。また、下記の内容についても併せて実施している。
・暖房時に扇風機を併用
・給水流量を調整
・冷蔵庫の背面を壁から離して設置

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

9.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 13,282.0
3.3
5.8

kWh

m3
111.4

0.439

0.489

13,282.0 0.251
2,226.8

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 176,478.0 9.76 1,722.4 86.3
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

504.4 0.014 25.2
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

11,208.4 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

26.8

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 111
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

9

総　計（④=②+③） 120

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 57

2 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

白山２－２８－４

0

1年未満

2

□■ 1年度分4,126.44 m2

5
1 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 13

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京区立指ヶ谷小学校

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。下記の実施も検討している。
・暖房時に扇風機を併用
・全熱交換器の使用を正しく行う
・給水流量を調整
・冷蔵庫の背面を壁から離して設置
・TVなど不使用時のコンセントを抜く

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

3.8

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 5,560.0
1.4
2.4

kWh

m3
143.3

0.439

0.489

5,560.0 0.251
2,863.6

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 215,075.0 9.76 2,099.1 105.2
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

764.5 0.014 38.1
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

16,989.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

29.6

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 143
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

3

総　計（④=②+③） 146

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 73

2 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

向丘２－３７－５

2

1年未満

3

□■ 1年度分4,821.09 m2

6
3 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 13

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京区立駒本小学校

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C123 温湿度の適正管理 C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

5.8

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 8,370.0
2.2
3.7

kWh

m3
160.5

0.439

0.489

8,583.0 0.251
3,205.8

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 278,237.0 9.76 2,715.6 136.1
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

490.2 0.014 24.4
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

10,893.2 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

25.8

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 160
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

5

総　計（④=②+③） 165

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 82

2 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

根津１－１４－３

3

1年未満

3

□■ 1年度分6,195.36 m2

7
1 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 13

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京区立根津小学校

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。また、下記の内容についても併せて実施している。
・暖房時に扇風機を併用
・換気の運用の見直し、全熱交換器の使用を正しく行う
・給水流量を調整
・冷蔵庫の背面を壁から離して設置
・TVなど不使用時のコンセントを抜く

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

4.4

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 6,431.0
1.6
2.8

kWh

m3
165.6

0.439

0.489

6,431.0 0.251
3,307.6

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 298,264.0 9.76 2,911.1 145.9
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

396.5 0.014 19.8
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

8,812.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

26.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 165
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

4

総　計（④=②+③） 169

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 85

2 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

千駄木２－１９－２３

2

1年未満

3

□■ 1年度分6,303.94 m2

8
2 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 13

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京区立汐見小学校

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。下記の実施も検討している。
・暖房時に扇風機を併用
・給水流量を調整
・冷蔵庫の背面を壁から離して設置

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

6.0

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 8,672.0
2.2
3.8

kWh

m3
172.8

0.439

0.489

8,672.0 0.251
3,451.8

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 279,873.0 9.76 2,731.6 136.9
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

720.2 0.014 35.9
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

16,004.9 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

26.8

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 172
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

5

総　計（④=②+③） 177

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 89

2 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

千駄木５－４４－２

2

1年未満

3

□■ 1年度分6,403.08 m2

9
2 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 13

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京区立千駄木小学校

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。給水流量についても調整を行っている。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

3.7

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 5,322.0
1.3
2.3

kWh

m3
123.4

0.439

0.489

5,322.0 0.251
2,465.3

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 187,931.0 9.76 1,834.2 91.9
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

631.1 0.014 31.5
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

14,025.2 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

28.6

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 123
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

3

総　計（④=②+③） 126

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 63

2 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

本駒込２－２９－６

2

1年未満

3

□■ 1年度分4,291.25 m2

0
1 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 23

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京区立駕籠町小学校

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.7

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 1,028.0
0.3
0.5

kWh

m3
19.1

0.439

0.489

1,028.0 0.251
380.4

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 36,491.0 9.76 356.2 17.8
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

24.3 0.014 1.2
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

539.4 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

20.8

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 19
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 19

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 9

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

千石１－１３－９

1

1年未満

2

□■ 1年度分912.00 m2

5
1 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 43

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京区立明化幼稚園

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。下記の実施も検討している。
・暖房時に扇風機を併用
・給水流量を調整
・冷蔵庫の背面を壁から離して設置

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京区立昭和小学校

事 業 所 番 号 A 1 1 0 23

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1
1 区 市 町 村 名0

－ 0
0 文京区

本駒込２－２８－３１

2

1年未満

3

□■ 1年度分6,170.80 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 153

2 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 298
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

7

総　計（④=②+③） 305
二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

48.2

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

17,260.6 45.00

□ L 0.0 36.70

776.7 0.014 38.7
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

0.0 0.489
0.0

0.489 0.0電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

259.6
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 530,958.0 9.76 5,182.2 0.489

10,204.0 0.251
5,958.9

10,896.0
2.6
4.8

kWh

m3
298.4

0.439
7.3

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A210 外部専門家への相談依頼の実施

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101
エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104 採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

設 備 保 守 対 策

D107 ボイラ等の空気比の調整

設 備 導 入 対 策

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。また、下記の内容についても併せて実施している。
・暖房時に扇風機を併用
・全熱交換器の使用を正しく行う
・給水流量を調整
・冷蔵庫の背面を壁から離して設置
・TVなど不使用時のコンセントを抜く
2019年度は年３回の省エネ推進に関する訪問指導を実施。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

5.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 7,434.0
1.9
3.3

kWh

m3
169.8

0.439

0.489

7,431.0 0.251
3,391.2

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 282,993.0 9.76 2,762.0 138.4
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

629.2 0.014 31.4
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

13,982.7 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

23.7

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 169
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

5

総　計（④=②+③） 174

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 87

3 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

春日１－９－３１

0

1年未満

2

□■ 1年度分7,107.39 m2

3
3 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 23

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京区立第三中学校

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。また、下記の内容についても併せて実施している。
・暖房時に扇風機を併用
・全熱交換器の使用を正しく行う
・給水流量を調整
・冷蔵庫の背面を壁から離して設置。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

4.8

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 6,965.0
1.7
3.1

kWh

m3
171.7

0.439

0.489

6,765.0 0.251
3,429.5

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 299,550.0 9.76 2,923.6 146.5
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

505.9 0.014 25.2
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

11,241.2 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

26.3

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 171
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

4

総　計（④=②+③） 175

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 88

2 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

春日２－６－１５

0

1年未満

2

□■ 1年度分6,483.50 m2

5
3 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 23

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京区立金富小学校

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。また、下記の内容についても併せて実施している。
・全熱交換器の使用を正しく行う
・給水流量を調整
・冷蔵庫の背面を壁から離して設置
・TVなど不使用時のコンセントを抜く

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

3.8

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 5,529.0
1.4
2.4

kWh

m3
128.6

0.439

0.489

5,529.0 0.251
2,568.9

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 206,666.0 9.76 2,017.1 101.1
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

551.8 0.014 27.5
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

12,263.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

25.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 128
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

3

総　計（④=②+③） 131

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 66

2 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

小石川２－１３－２

0

1年未満

2

□■ 1年度分5,087.27 m2

6
2 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 23

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京区立礫川小学校

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。下記の実施も検討している。
・暖房時に扇風機を併用
・冷蔵庫の背面を壁から離して設置。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

2.9

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 4,251.0
1.1
1.9

kWh

m3
136.6

0.439

0.489

4,251.0 0.251
2,728.6

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 241,129.0 9.76 2,353.4 117.9
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

375.1 0.014 18.7
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

8,336.4 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

17.7

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 136
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 138

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 70

3 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

小石川５－８－９

0

1年未満

2

□■ 1年度分7,662.67 m2

7
2 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 23

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京区立第一中学校

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。また、下記の内容についても併せて実施している。
・暖房時に扇風機を併用
・給水流量を調整
・冷蔵庫の背面を壁から離して設置

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.7

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 1,071.0
0.3
0.5

kWh

m3
123.0

0.439

0.489

1,071.0 0.251
2,458.1

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 164,703.0 9.76 1,607.5 80.5
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

850.6 0.014 42.4
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

18,902.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

61.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 122
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 122

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 63

1 2 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 2

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

小石川５－９－２０

0

1年未満

2

□■ 1年度分1,993.50 m2

8
2 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 23

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 小石川図書館

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。また、下記の内容についても併せて実施している。
・換気の運用の見直し、全熱交換器の使用を正しく行う
・給水流量を調整
・冷蔵庫の背面を壁から離して設置。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

C114 事務用機器を省エネモードに設定

採光を利用した消灯の実施

C112 季節に応じた外気導入量の適正化

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

4.3

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 6,222.0
1.6
2.7

kWh

m3
149.6

0.439

0.489

6,222.0 0.251
2,990.5

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 213,467.0 9.76 2,083.4 104.4
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

907.1 0.014 45.2
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

20,156.7 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

27.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 149
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

4

総　計（④=②+③） 153

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 77

2 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

千石２－３６－３

1

1年未満

2

□■ 1年度分5,399.94 m2

9
1 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 23

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京区立林町小学校

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。また、下記の内容についても併せて実施している。
・暖房時に扇風機を併用
・給水流量を調整
・冷蔵庫の背面を壁から離して設置
・TVなど不使用時のコンセントを抜く

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D108 その他設備の定期的な保守・点検

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

3.6

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 5,239.0
1.3
2.3

kWh

m3
136.2

0.439

0.489

5,239.0 0.251
2,722.6

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 206,814.0 9.76 2,018.5 101.1
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

704.1 0.014 35.1
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

15,646.3 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

22.0

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 136
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

3

総　計（④=②+③） 139

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 70

3 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

千石２－４０－１７

1

1年未満

2

□■ 1年度分6,161.88 m2

0
1 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 33

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京区立第十中学校

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。また、下記の内容についても併せて実施している。
・暖房時に扇風機を併用
・換気の運用の見直し、全熱交換器の使用を正しく行う
・給水流量を調整
・冷蔵庫の背面を壁から離して設置
・TVなど不使用時のコンセントを抜く

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.7

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 1,034.0
0.3
0.5

kWh

m3
108.1

0.439

0.489

1,034.0 0.251
2,158.3

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 221,138.0 9.76 2,158.3 108.1
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

0.0 0.014 0.0
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

60.9

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 108
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 108

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 55

1 2 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 2

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

水道２－１６－１４

0

1年未満

2

□■ 1年度分1,771.66 m2

1
5 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 33

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 水道端図書館

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。また、下記の内容についても併せて実施している。
・換気の運用の見直し
・給水流量を調整
・冷蔵庫の背面を壁から離して設置

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C113 中間期における外気冷房の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

7.3

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 10,551.0
2.6
4.6

kWh

m3
149.3

0.439

0.489

10,551.0 0.251
2,982.6

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 248,332.0 9.76 2,423.7 121.4
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

558.9 0.014 27.9
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

12,420.5 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

32.4

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 149
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

7

総　計（④=②+③） 156

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 76

2 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

小日向２－３－８

0

1年未満

2

□■ 1年度分4,594.10 m2

2
6 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 33

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京区立小日向台町小学校

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。下記の実施も検討している。
・暖房時に扇風機を併用
・全熱交換器の使用を正しく行う
・給水流量を調整
・冷蔵庫の背面を壁から離して設置
・TVなど不使用時のコンセントを抜く

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

4.0

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 5,969.0
1.4
2.6

kWh

m3
274.7

0.439

0.489

5,435.0 0.251
5,482.2

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 561,686.0 9.76 5,482.1 274.7
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

0.2 0.014 0.0
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

3.9 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

31.9

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 274
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

3

総　計（④=②+③） 277

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 141

3 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

大塚１－９－２４

1

1年未満

2

□■ 1年度分8,563.56 m2

3
2 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 33

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京区立音羽中学校

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。また、下記の内容についても併せて実施している。
・換気の夜間停止
・アリーナと武道場の暖房停止
2018年度は年３回の省エネ推進に関する訪問指導を実施。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

5.4

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 7,875.0
2.0
3.5

kWh

m3
141.4

0.439

0.489

7,875.0 0.251
2,825.3

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 230,894.0 9.76 2,253.5 112.9
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

571.8 0.014 28.5
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

12,706.7 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

23.3

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 141
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

5

総　計（④=②+③） 146

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 72

2 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

関口２－６－１

1

1年未満

2

□■ 1年度分6,043.10 m2

4
4 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 33

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京区立関口台町小学校

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。下記の実施も検討している。
・暖房時に扇風機を併用
・換気の運用の見直し
・TVなど不使用時のコンセントを抜く
・冷蔵庫の背面を壁から離して設置

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.4

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 626.0
0.2
0.3

kWh

m3
73.4

0.439

0.489

626.0 0.251
1,468.1

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 101,844.0 9.76 994.0 49.8
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

474.1 0.014 23.6
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

10,536.5 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

77.2

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 73
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 73

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 37

1 2 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 2

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

関口３－１７－９

1

1年未満

2

□■ 1年度分944.84 m2

5
4 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 33

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 目白台図書館

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。換気の運用の見直しの実施も検討している。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

5.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 6,992.0
2.1
3.1

kWh

m3
170.9

0.439

0.489

8,260.0 0.251
3,412.5

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 299,513.0 9.76 2,923.2 146.5
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

489.3 0.014 24.4
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

10,872.9 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

37.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 170
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

5

総　計（④=②+③） 175

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

延床面積変更(前年度6972.05㎡→仮校舎）

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 88

2 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

西片２－１４－６

2

1年未満

3

□■ 1年度分4,575.00 m2

7
4 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 33

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京区立誠之小学校

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。また、下記の内容についても併せて実施している。
・暖房時に扇風機を併用
・換気の運用の見直し
・給水流量を調整
・冷蔵庫の背面を壁から離して設置
・TVなど不使用時のコンセントを抜く

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D108 その他設備の定期的な保守・点検

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

1.0

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 1,402.0
0.4
0.6

kWh

m3
17.6

0.439

0.489

1,403.0 0.251
351.7

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 29,425.0 9.76 287.2 14.4
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

64.6 0.014 3.2
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

1,434.5 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

14.8

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 17
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 17

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 9

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

西片２－１７－６

2

1年未満

3

□■ 1年度分1,143.25 m2

8
4 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 33

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京区立第一幼稚園

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。また、下記の内容についても併せて実施している。
・暖房時に扇風機を併用
・給水流量を調整

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C114

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

3.9

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 5,829.0
1.3
2.6

kWh

m3
226.9

0.439

0.489

5,360.0 0.251
4,535.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 324,054.0 9.76 3,162.8 158.5
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

1,372.2 0.014 68.4
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

30,493.1 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

25.6

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 226
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

3

総　計（④=②+③） 229

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 117

3 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

向丘１－２－２

2

1年未満

3

□■ 1年度分8,815.43 m2

8
3 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 43

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京区立第六中学校

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

2.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 3,638.0
0.9
1.6

kWh

m3
91.1

0.439

0.489

3,638.0 0.251
1,820.6

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 138,286.0 9.76 1,349.7 67.6
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

470.9 0.014 23.5
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

10,465.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

17.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 91
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 93

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 46

3 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

千駄木２－１９－２２

2

1年未満

3

□■ 1年度分5,298.71 m2

0
2 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 43

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京区立第八中学校

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。下記の実施も検討している。
・暖房時に扇風機を併用
・給水流量を調整
・冷蔵庫の背面を壁から離して設置

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

1.4

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 2,032.0
0.5
0.9

kWh

m3
18.9

0.439

0.489

2,032.0 0.251
377.7

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 33,786.0 9.76 329.8 16.5
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

48.0 0.014 2.4
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

1,066.2 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

15.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 18
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 19

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 9

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

千駄木５－４３－３

2

1年未満

3

□■ 1年度分1,184.56 m2

1
2 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 43

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京区立千駄木幼稚園

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。給水流量についても調整を行っている。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C114

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

2.8

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 4,042.0
1.0
1.8

kWh

m3
105.7

0.439

0.489

4,042.0 0.251
2,111.3

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 184,546.0 9.76 1,801.2 90.2
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

310.1 0.014 15.5
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

6,891.3 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

19.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 105
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 107

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 54

3 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

千駄木５－２５－１０

2

1年未満

3

□■ 1年度分5,364.04 m2

2
2 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 43

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京区立文林中学校

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。下記の実施も検討している。
・換気の運用の見直
・冷蔵庫の背面を壁から離して設置
・TVなど不使用時のコンセントを抜く

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

4.7

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 6,820.0
1.7
3.0

kWh

m3
153.9

0.439

0.489

6,820.0 0.251
3,075.5

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 252,763.0 9.76 2,467.0 123.6
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

608.6 0.014 30.3
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

13,523.5 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

19.9

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 153
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

4

総　計（④=②+③） 157

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 79

3 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

本駒込３－２８－９

2

1年未満

3

□■ 1年度分7,678.87 m2

3
1 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 43

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 文京区立第九中学校

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。また、下記の内容についても併せて実施している。
・暖房時に扇風機を併用
・給水流量を調整
・冷蔵庫の背面を壁から離して設置
・TVなど不使用時のコンセントを抜く

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D108 その他設備の定期的な保守・点検

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

1.9

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 2,840.0
0.6
1.2

kWh

m3
247.9

0.439

0.489

2,573.0 0.251
4,949.2

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 494,213.0 9.76 4,823.5 241.7
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

125.7 0.014 6.3
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

2,792.7 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

36.6

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 247
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 248

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 127

0 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

湯島４－７－１０

3

1年未満

3

□■ 1年度分6,745.31 m2

9
4 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 43

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 教育センター

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。
H28,H29 年３回の省エネ推進に関する訪問指導を実施。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D104 空調フィルターの清掃・点検

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

1.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 1,751.0
0.4
0.8

kWh

m3
130.5

0.439

0.489

1,751.0 0.251
2,605.4

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 266,946.0 9.76 2,605.4 130.5
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

0.0 0.014 0.0
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

44.9

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 130
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 131

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 67

1 2 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 2

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

本郷４-８-１５

3

1年未満

3

□■ 1年度分2,892.71 m2

0
3 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 53

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 真砂中央図書館

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行っている。
・全熱交換器の使用を正しく行う。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.4

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 520.0
0.1
0.2

kWh

m3
33.0

0.439

0.489

520.0 0.251
659.6

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 66,958.0 9.76 653.5 32.7
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

6.0 0.014 0.3
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

134.4 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

43.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 33
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 33

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 17

3 9 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

白山１－２９－１０

0

1年未満

3

□■ 1年度分765.31 m2

1
1 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 53

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 白山東児童館

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。
また、次の内容についても併せて実施している。
・換気の運用の見直し
・給水流量を調整

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D104 空調フィルターの清掃・点検

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.7

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 950.0
0.2
0.4

kWh

m3
46.3

0.439

0.489

950.0 0.251
923.6

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 93,530.0 9.76 912.9 45.7
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

10.7 0.014 0.5
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

238.8 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

37.7

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 46
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 46

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 23

3 9 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

目白台３－１８－７

1

1年未満

2

□■ 1年度分1,219.08 m2

2
5 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 53

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 目白台第二児童館

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。
また、次の内容についても併せて実施している。
・冷蔵庫の背面を壁から離して設置
・給水流量を調整
・換気の運用の見直し

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D104 空調フィルターの清掃・点検

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.3

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 467.0
0.1
0.2

kWh

m3
42.6

0.439

0.489

467.0 0.251
851.2

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 86,714.0 9.76 846.3 42.4
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

4.9 0.014 0.2
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

108.3 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

44.2

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 42
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 42

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 21

3 9 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

本郷５－３０－８

3

1年未満

3

□■ 1年度分949.82 m2

3
3 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 53

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 本郷児童館

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。
また、次の内容についても併せて実施している。
・換気の運用の見直し
・給水流量を調整

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D104 空調フィルターの清掃・点検

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 223.0
0.1
0.1

kWh

m3
4.8

0.439

0.489

223.0 0.251
95.6

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 9,461.0 9.76 92.3 4.6
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

3.2 0.014 0.2
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

71.5 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

41.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 4
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 4

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 2

3 9 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

春日１－９－９

0

1年未満

2

□■ 1年度分97.20 m2

4
3 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 53

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 第三中学校育成室

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。
また、次の内容についても併せて実施している。
・換気の運用の見直し
・給水流量を調整

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D104 空調フィルターの清掃・点検

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 166.0
0.0
0.1

kWh

m3
5.8

0.439

0.489

166.0 0.251
115.9

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 11,879.0 9.76 115.9 5.8
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

0.0 0.014 0.0
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

24.9

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 5
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 5

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 2

3 9 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

本郷４－５－１５

3

1年未満

3

□■ 1年度分200.78 m2

5
3 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 53

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 本郷第３育成室

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。
また、次の内容についても併せて実施している。
・換気の運用の見直し
・給水流量を調整

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D104 空調フィルターの清掃・点検

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 225.0
0.1
0.1

kWh

m3
11.8

0.439

0.489

225.0 0.251
235.3

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 23,841.0 9.76 232.7 11.7
規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0
夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0電

気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489
0.0

0.0 0.019 0.0
□ 0.0

2.6 0.014 0.1
□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

58.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

16.6

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 11
水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 11

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 6

3 9 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

文京区

向丘２－５－７

2

1年未満

3

□■ 1年度分661.88 m2

6
3 区 市 町 村 名0

－ 0
0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

1 1 0 53

事 業 所 等 の 所 在 地

3

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 誠之育成室

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %
CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t
その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

照明の間引きや空調の温度設定等を中心に各施設で昨年度に引き続き可能な範囲で省エネ・節電の取組みを行って
いる。
また、次の内容についても併せて実施している。
・換気の運用の見直し
・給水流量を調整

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D104 空調フィルターの清掃・点検

C115 事務用機器を業務終了時に停止

採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定

省
エ
ネ
ル
ギー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名
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